
富田林市の財政収支見通しについて
（市の仮定による試算）

令和4(2022)年度～令和13(2031)年度

令和５年２月

富田林市 総務部 財政課

①本資料は、令和３年度決算をもとに、富田林市の基準に基づいて作成時点で見込まれる将来の変動を設定し、歳入歳出の各

項目の値がどう増減するかを試算したものです。実際の決算は様々な要因が複雑に関連するため、今後、収支見通しの値

と決算額に乖離が生じる可能性があり、毎年度更新していくことが重要となります。

②本資料には令和２年度策定の「富田林市行財政経営改革ビジョン」の将来的な効果額を反映していません。

③本資料には赤字補てんとなる財政調整基金の取り崩しは見込んでいません。

④本資料で見込んでいる将来的な経費は試算上のものであり、市として実施の決定をしたものではありません。

⑤本資料は「財政の見える化」の取組みの一つとして、人口減少・少子高齢化が進行している本市の中長期の財政見通しを市

民のみなさまへ公表し、持続可能な行財政運営の推進に役立てるために作成しています。

本資料の前提
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収支過不足

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

歳入合計 485.7 450.1 424.9 434.9 435.8 431.6 425.0 423.1 405.3 404.4 400.6

歳出合計 475.9 445.8 419.5 429.6 430.2 429.5 425.2 425.9 411.8 415.9 422.1

収支過不足 9.8 4.4 5.4 5.3 5.6 2.1 ▲ 0.1 ▲ 2.8 ▲ 6.5 ▲ 11.5 ▲ 21.5

財政調整基金現在高 41.6 44.1 44.6 45.6 46.5 47.6 47.6 47.6 47.6 47.6 47.7

１、富田林市の収支見通し（普通会計）

・
※この収支見通しは、将来的な行財政改革の効果額や赤字補てんのための基金取崩金は見込んでおらず、不確定要素を多く含

んでいます。実際の決算額がこのとおり推移して令和9年度以降における決算が赤字になるということではありません。

（億円） ポイント①

赤字決算となる年が
R7からR９に繰り下げ

前回シミュレーション
（R3.11）

今回シミュレーション

財政収支見通しは、人口減少等により市税や地方交付税が減少する一方、社会保障に係る費用等は増加が見
込まれることから、令和９年度から決算が赤字となり、10年後の令和13年度には累積赤字21.5億円となりま
したが、昨年度の試算結果と比較すると累積赤字は減少しています。

ポイント②
10年後の累積赤字額は
前回試算より15.4億円
減少

ポイント③

累積赤字額が、基金残高
を上回っていない

（億円）
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主 な 項 目 仮定

１．市税
市民税は、過去の増減率に加え、令和3年度のコロナ禍の影響と今後の人口減少の影響を反映
固定資産税・都市計画税は、評価替えを考慮し、過去の増減率から算出

２．地方譲与税・
各種交付金

地方消費税交付金は、令和3年度決算額で据え置き
地方特例交付金は、令和4年度以降は住宅ローン控除分にかかる令和3年度決算額で据え置き
その他は、令和4年度以降は令和3年度決算額で据え置き（ただし、森林環境譲与税・法人事業
税交付金は、制度改正分を反映）

３．地方交付税
普通交付税は扶助費・繰出金の一般財源と市税の増減見込みから算定し、令和8年度及び令和
13年度に国勢調査による人口減少の影響を反映

４．国・府支出金 令和4年度以降は扶助費・繰出金・普通建設事業費の増減見込額を反映し算出

５．繰入金
基金繰入金は、新庁舎建設事業で見込んでいる一般財源額に公共施設整備基金を取り崩して充
当
財政調整基金の取り崩しは見込まない

６．地方債
建設事業債は、普通建設事業費の見込みから算出
臨時財政対策債は、令和4年度及び令和5年度は国の直近の地方財政対策の増減率を用いて算出。
令和6年度以降は10億円で見込む

７．その他歳入 分担金・負担金・使用料等は、大きな増減は見込めないため、令和3年度決算額で据え置き

２、試算にあたっての仮定（歳入）

本試算を作成するにあたって設定した、歳入に関する仮定は以下のとおりです。
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主な項目 仮定

１．人件費
現在の職員数を維持するとし、退職者の入れ替わりによる世代構成の推移及び各年度の退職手当額
により算出
退職手当額は、65歳定年を考慮して算出

２．扶助費
生活保護費は令和3年度決算額で据え置きとし、社会福祉費は直近5年間の伸び率で算出
児童福祉費は令和6年度まで民間保育所の増により増加するが、令和7年度以降は児童数の減により
減少を見込む

３．公債費 新発債の利率は、過去の政府資金や民間資金の借入利率を参考に算出

４．物件費
令和3年度決算額から新型コロナ対策の臨時事業分を加除した額を令和4年度決算見込額とし、令和
5年度以降は新型コロナの臨時事業分を除いた額で据え置き

５．繰出金
国民健康保険事業特別会計への繰出金は、令和3年度決算で据え置き
後期高齢者医療事業特別会計への繰出金は、国の社会保障の将来見通しの伸び率から算出
介護保険事業特別会計への繰出金は、市介護保険事業計画で見込んだサービス量の見込みから算出

６．積立金
財政調整基金積立金は決算剰余金の一部を見込み、公共施設整備基金積立金は令和4年度予算額か
ら臨時分を除いた額を見込む

７．普通建設事業費
新庁舎建設事業は、総事業費を99.1億円で見込む
個別施設計画・長寿命化計画等の事業費や過去の投資的事業の平均値などから算出

８．その他歳出
維持補修費は、増減を見込みにくいため、令和3年度決算額で据え置き
補助費等は、令和4年度以降は令和3年度決算額からコロナ対策の臨時事業分を加除した額で据え置
き

３、試算にあたっての仮定（歳出）

本試算を作成するにあたって設定した、歳出に関する仮定は以下のとおりです。
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地方債現在高の推移（億円）

４、地方債現在高の見通し

普通債、災害復旧債、減収補てん債など

臨時財政対策債

①新庁舎建設事業に伴う地方債の発行（68.3億円見込）により、地方債現在高は令和10年度まで増加するが、以降は発行額が

減少すると見込んでおり、現在高も減少に転じる

②臨時財政対策債は、近年発行が抑制されており、償還額が発行額を上回っているため、減少を見込んでいる。しかし、国の

財政状況により毎年発行額は変動するため、今後も注視が必要。

元金償還
▲10.8

新規借入
+4.7

元金償還
▲11.6

新規借入
+4.0

元金償還
▲11.9

新規借入
+10.0

元金償還
▲13.4

新規借入
+10.0
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▲13.4

新規借入
+10.0

元金償還
▲13.3

新規借入
+10.0

元金償還
▲12.5

新規借入
+10.0

元金償還
▲18.3

新規借入
+16.7

元金償還
▲12.6

新規借入
+3.9

元金償還
▲13.1

新規借入
+9.1

元金償還
▲13.0

新規借入
+11.8

元金償還
▲12.1

新規借入
+19.7

元金償還
▲10.8

新規借入
+19.7

元金償還
▲8.5

新規借入
+19.4

元金償還
▲9.1

新規借入
+17.7

元金償還
▲9.0

新規借入
+17.6

元金償還
▲9.6

新規借入
+4.6

元金償還
▲10.0

新規借入
+4.1

元金償還
▲10.4

新規借入
+4.1

元金償還
▲12.1

新規借入
+10.0

元金償還
▲13.2

新規借入
+10.0

元金償還
▲12.9

新規借入
+10.0
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５、基金現在高の見通し
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財政調整基金 公共施設整備基金 その他の特定目的基金

財政調整基金

公共施設整備基金

①財政調整基金は、決算剰余金の一部を翌年度に積み立てるため令和8年度までは増加するが、以降は横ばい

②公共施設整備基金は、令和4年度から令和10年度まで新庁舎建設事業の財源として取り崩すため減少するが、一定額の積立

を見込むため、令和10年度以降は微増する見込み

その他の基金

（億円）
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

①市税 133.9 134.1 135.0 134.6 134.8 134.8 134.8 137.3 136.8 134.8 134.6 134.8 133.0 133.3 133.5 131.9 132.2 132.4 130.8 130.9

②地方譲与税・地方交付金 15.9 17.2 19.3 29.0 24.9 26.0 25.1 25.3 29.1 33.7 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3

③地方交付税 67.5 64.8 63.1 64.4 61.3 62.5 64.5 66.4 67.3 81.1 78.9 80.6 77.2 78.0 74.1 75.7 75.9 76.2 77.9 73.8

税・交付税・交付金等 計 217.3 216.1 217.4 228.0 221.0 223.3 224.4 229.0 233.2 249.6 246.9 248.6 243.5 244.6 241.0 240.9 241.5 241.9 242.0 238.0

④国庫支出金 66.5 68.7 72.8 75.6 73.9 75.8 75.9 83.0 209.0 132.6 107.4 86.9 84.1 84.6 84.7 84.0 84.5 84.9 85.1 85.9

⑤府支出金 24.2 23.1 25.9 25.5 26.0 26.9 29.2 31.0 32.1 32.8 35.2 33.6 34.0 34.2 34.4 34.6 34.8 35.0 35.2 35.5

⑥繰入金 1.0 10.4 3.1 6.5 2.6 5.1 2.1 12.2 13.2 2.9 3.8 3.0 6.4 6.4 6.4 6.4 6.2 1.1 1.1 1.1
（うち新庁舎建設事業） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 1.7 5.2 5.2 5.2 5.2 5.2 0.0 0.0 0.0

⑦繰越金 6.5 5.7 9.0 6.9 7.0 6.2 5.7 8.8 7.6 7.8 9.8 4.4 5.4 5.3 5.6 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0

⑧地方債 24.7 26.9 23.9 21.9 20.8 39.4 35.3 43.9 27.7 20.6 13.9 15.8 29.7 29.7 29.4 27.7 27.6 14.6 14.1 14.1
（うち臨時財政対策債） 15.0 15.0 15.0 13.0 13.0 13.0 15.8 13.1 12.4 16.7 4.7 4.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0
（うち新庁舎建設事業） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.7 1.0 12.9 12.9 12.9 12.9 12.9 0.0 0.0 0.0

（うちその他） 9.7 11.9 8.9 8.9 7.8 26.4 19.5 30.8 15.4 3.9 6.4 10.8 6.8 6.8 6.5 4.7 4.7 4.6 4.1 4.1

その他歳入 33.1 45.9 40.4 38.9 36.6 37.2 38.7 37.7 34.8 39.3 33.4 32.6 31.8 31.0 30.2 29.3 28.6 27.8 27.0 26.2

歳入合計 373.3 396.8 392.5 403.3 387.9 413.9 411.3 445.6 557.6 485.7 450.1 424.9 434.9 435.8 431.6 425.0 423.1 405.3 404.4 400.6

①人件費 73.9 71.9 77.1 77.3 74.0 75.2 74.9 76.8 79.5 82.1 81.4 80.7 82.9 81.1 84.7 81.8 83.5 81.9 83.9 82.5
（うち退職手当） 8.9 6.7 8.3 7.0 4.4 4.7 3.9 5.9 2.9 3.7 1.7 0.2 2.0 0.2 3.4 0.2 1.9 0.2 1.9 0.2

②扶助費 108.6 108.0 112.5 112.1 115.8 117.4 115.5 121.7 125.0 155.5 137.9 129.7 131.6 132.3 133.0 133.8 134.6 135.4 136.3 137.3

③公債費 21.5 22.3 23.5 22.0 23.2 24.3 24.2 27.5 31.5 32.0 25.0 25.6 24.9 24.7 22.7 23.6 23.6 24.3 23.9 23.9

義務的経費　計 204.0 202.2 213.1 211.4 213.0 216.9 214.6 226.0 235.9 269.7 244.2 235.9 239.4 238.1 240.4 239.1 241.7 241.7 244.1 243.6

④物件費 44.7 46.6 47.8 49.4 49.8 50.4 50.3 52.9 54.1 58.8 57.7 49.7 49.7 49.7 49.7 49.7 49.7 49.7 49.7 49.7

⑤繰出金 47.3 57.4 47.9 54.1 41.5 42.9 42.7 46.0 47.3 47.7 49.6 50.3 51.3 52.2 52.8 53.4 54.0 54.6 55.2 55.8
（うち国民健康保険事業） 10.0 10.9 10.9 12.8 13.3 12.5 11.9 12.9 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7 12.7

（うち介護保険事業） 11.6 12.0 12.5 13.5 13.9 15.0 15.1 16.5 17.5 17.6 19.0 19.2 19.6 20.0 20.2 20.3 20.4 20.6 20.7 20.8
（うち後期高齢者医療事業） 12.5 13.2 13.6 14.4 14.2 15.4 15.7 16.6 17.1 17.4 17.9 18.4 18.9 19.5 19.9 20.4 20.8 21.3 21.8 22.3

⑥積立金 3.8 6.8 6.9 15.6 2.8 3.5 4.2 5.5 41.5 18.5 4.9 4.1 2.8 4.5 3.0 3.6 1.9 3.6 1.8 3.6

⑦普通建設事業費 24.1 31.9 25.0 23.2 24.7 44.0 39.7 59.1 41.5 25.9 29.4 31.3 39.1 39.1 37.9 34.4 34.3 16.1 16.1 16.1
（うち新庁舎建設事業） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.6 5.3 2.7 18.1 18.1 18.1 18.1 18.1 0.0 0.0 0.0

（うちその他） 24.1 31.9 25.0 23.2 24.7 44.0 39.7 59.1 41.3 25.3 24.1 28.6 21.1 21.1 19.8 16.3 16.2 16.1 16.1 16.1

⑧その他歳出 43.7 42.8 44.9 42.6 49.9 50.5 51.0 48.5 129.6 55.5 60.0 48.2 47.4 46.6 45.8 45.0 44.2 43.4 42.6 41.8

⑨前年度繰上充用額 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 2.8 6.5 11.5

歳出合計 367.6 387.7 385.6 396.3 381.7 408.2 402.5 438.0 549.8 475.9 445.8 419.5 429.6 430.2 429.5 425.2 425.9 411.8 415.9 422.1
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5.7 9.1 6.9 7.0 6.2 5.7 8.8 7.6 7.8 9.8 4.4 5.4 5.3 5.6 2.1 ▲ 0.1 ▲ 2.8 ▲ 6.5 ▲ 11.5 ▲ 21.5

▲ 0.8 3.4 ▲ 2.2 0.1 ▲ 0.8 ▲ 0.5 3.1 ▲ 1.2 0.2 2.0 ▲ 5.4 1.0 ▲ 0.1 0.3 ▲ 3.5 ▲ 2.2 ▲ 2.7 ▲ 3.7 ▲ 5.0 ▲ 9.9

歳

入

歳

出

収支（歳入－歳出）

(単年度収支)

６、普通会計財政収支見通し（平成24年度～令和13年度）

見込み額決算額

※各行で四捨五入していますので、合計と内訳の計は必ずしも一致しません。

過去10年と今後10年間の収支（見込み）は以下のとおりです。

（億円）
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（１）毎年度、最新の情報で財政収支見通しの更新を行います。

７、持続可能な行財政運営の推進に向けた今後の取組み

（２）後年度に負担が発生する地方債については、財政収支見通しにおける償還額

と発行額のバランス及び今後の現在高の推移を注視し、発行の検討を行いま

す。

（３）毎年の公債費支出を適切な規模に抑えるため、基金を公共施設整備の財源

や地方債の繰上償還の財源に有効活用する一方、毎年度継続して基金に積み

立てるための財源確保に努めます。

（４）財政収支見通しで予想される将来の赤字収支を回避するため、本市行財政

経営改革ビジョンに基づく取組みを実施し、切れ目のない行財政改革の実行

に努めます。

（５）毎年度の予算編成において「歳入の範囲内で歳出予算を組む」という財政

規律を堅持します。
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